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中国における大衆的 自治組織 ・居民委員会の
紛争調停活動 についての覚書
一:上 海市 における活動を中心 に
星 明
は じ め に
この小論は中国の都市における自治組織である居民委員会(neighbourhoodcommittee)
が果たしている紛争調停活動の実態をみたものである。居民委員会は,人 民間の紛争の調停以
外に,居 住地区の公共事務や公益事業,社 会治安の維持,人 民政府に対する大衆の意見や要求
の伝達といったさまざまな活動を行なっているが,そ の中でも調停活動が最大の比重を占めて
いる。調停の対象 となる具体的な紛争は,近 隣同士の共同利用の施設(台 所や風呂など)や 共
有部分の使用をめぐるもの,家 族内の人間関係をめ ぐるもの(親 子,嫁 姑,夫 婦,兄 弟問題な





ウォーレン ・バーガー米連邦最高裁判所長官 も,こ の法律によ らない紛争解決の方法をみて
「世界のどの都市でも市民間のいざこざが絶えないが,ど こも徹底的な解決を見出していない。
いま中国で試み られていることは,新 しい手がか りを与えて くれる1)」と語 っている。 しか しな
が ら,こ れまで日本で居民委員会やその下部組織である調停委員会に言及 したものは,管 見 な
が らあまりない。現在,中 国では居民委員会は主 として法学者や政治学者 によって研究 されて
いるが,中 国でも居民委員会が学問的に調査 ・研究 され始めたのは,1982年 以降の ことで比較
的最近である2)。
この小論は,1987年12月 と1988年7～8月 に上海市で行なった聞き取 り調査と収集 した資料







にまず居民委員会の性格に触れておきたい。居民委員会 とは,1954年 に党や政府の指導の もと
に,都 市のなかの一定の居住地区ごとに設けられた大衆の自治組織である。
1954年 に制定され,現 在も効力をもっている都市居民委員会組織条例によれば,そ の任務 は
1)居 民の公共福祉事項を行なうこと,2)当 地の人民委員会や派出機関へ居民 の意見や要求
を伝えること,3)居 民が政府の呼び掛けに応 じたり,法 律を守 るように動員す ること,4)大
衆の治安維持の仕事を指導すること,5)居 民同士の紛争を調停す ることにある。 また,1982
年制定の新憲法に居民委員会 に関する条文があることは居民委員会が現実に中国社会のなかで
有意義な機能を果たしていることを示 しているし,ま た同時に中国が居民委員会を重視 して い
ることのあらわれである。憲法第111条 によれば,居 民委員会は農村 における村民委員会 とと
もに基層大衆の自治組織 と規定され,そ の任務は居住地区の公共事務や公益事業を行なうこと,
人民の間の紛争を解決すること,社 会治安を守 ること,人 民政府に対 して大衆の意見や要求を
伝えることだとされている3)。
居民委員会の最も基本的な性格は,中 国の憲法にも規定 されているように基層大衆の自治組
織 という点にある。 自治という言葉が示 しているように居民委員会は党や政府の支配を受 けな
いとされている4)。もちろん,党 や政府 は居民委員会を指導するがそれは強制力を持つ もので





要するに,居 民委員会とは集団論的にみると個々人を地域社会の レベルで組織化 したもので
あって,個 々人と党や政府との間にあ り,そ の両者の懸け橋的な機能を果たしている。政治的






も現実のものとして重視 し,一 方のみを強調す るものではない。ただ政治的な緊張期には警察
的機能が強 く作用 し,安 定期には調停機能が優位になることは指摘 しておきたい。
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このことは文化大革命期に少なか らぬ居民委員会委員が造反 したことや天安門事件の際にそこ
にいた人間を探 し出す仕事を公安機関と共に行なったことか らも分かる。 ちょうど政治が時に
は支配や強制として,ま た時には自治や解放 として姿を現すのと似ている。
居民委員会の公式の成立 は,「都市居民委員会組織条例」(1954年12月31日 の第1回 全国人民
代表大会常務委員会第4次 会議)を もってである(資 料A参 照)。居民委員会 という名称 もこ
の時に正式に使用 された。 しかし,実 際には条例の制定以前すでに,1949年 の中国解放 の直後
から天津市(1950年3月),武 漢市(1950年3月),上 海市(1950年),山 東省の済南市(1952年)
に設立されていた。1954年 の条例制定の時には全国の70を越える都市に居民委員会が設 けられ
ていた。1984年 現在,全 国で69,000余 りの居民委員会があり(居 民委員会の農村版 ともいえる
村民委員会は822,000余 り),463,000人 の居民委員会委員がいる。上海市の12の 市区内では,
1983年 現在,122の 街道弁事処,1,689の 居民委員会と13,937人 の居民委員会委員がいる。委員




1949年12月 か ら1950年のはじめにかけて,市 の各地区に区政権の指導 のもとに,「冬防隊」
という大衆自衛組織が設けられた。その主要な任務は四防(防 空,防 火,防 盗,ス パイの防止)
と居民の公益事業を進めることである。この冬防隊が上海市 の居民委員会の雛型 になった。
1954年4月 にこの冬防隊組織の基礎の上に,民 主的な選挙がなされ,居 民委員会が作 られ始め
た。当時の居民委員会活動の従事者は職工,青 年および仕事を持たない人(職 工の家族 や失業
者)で あった。
2)第2時 期(1954年12月 ～1958年6月)
1954年12月31日 の全国人民代表大会常務委員会第4回 会議で 「都市街道弁事処組織条例」お
よび 「都市居民委員会組織条例」が通過 した。市はこの2っ の条例に基づいて,全 市の居民委
員会組織を全面的に調整 した。およそ100戸 か ら500戸の規模で居民委員会を設け,そ の中 に治
安警備,調 停,文 教衛生,福 祉,婦 人の5っ の活動委員会を作った。当時の居民委員会 の従事
者は義務制で全員がむらなくなっていた。居民委員会委員や多 くの居民の政治的な情熱は非常
に高 く,誰 もが居民委員会を居民自らの組織とみていた。 この時,居 民委員会の性質,任 務,
活動方法のどれもが明確であった。大衆に基づいており,活 動 もかなり活発であった。当時の





この時期の居民委員会 は1958年 に始まった,左 派の指導思想の影響下にあった。市の居民委
員会は大躍進や生活の社会化なので,居 民委員会の正常な活動はかき乱され,大 衆 自治組織 と




「文革」時期であり,上 海の居民委員会は激 しく破壊 された。 「文革」初期に居民委員会 の
活動は麻痺状態に陥った。1968年,上 海市は町居民委員会を町革命委員会 と改名 した(略 称,
町革会)。林彪 と 「四人組」が したい放題をした時期である。多 くの居民は安寧 もな く,社 会
秩序は混乱 し,居 民委員会の正常な活動を進めるすべがなかった。 「町革会」 は,多 くの居民
の心の中に悪い印象を残 した。
5)第5時 期(1976年10月 ～現在)
「四人組」追放後 も上海市の居民委員会の活動 はなかなか回復せず,い まだ多くの問題をもっ
ていた。ずっと後の1978年12月 党11回3中 全会以後 になって,方 針や政策のなかの禍乱を除 き
正 しい姿 にもどす ことを完全 に実現 しっっある。居民委員会 はやっと新 たに正規 にな った。
1982年12月 に公布された新憲法では,はじあに居民委員会の性質,任 務を根本的に規定 し,その
地位と働 きを肯定 した。 これは中国の基層大衆の自治組織の発展の新 しい段階を示 している。
っぎに,こ のような性格と歴史をもっ居民委員会は,筆 者の調査 した懿園居民委員会でみる
と,主 任1人,副 主任1人 および調停主任 ・治安警備主任 ・福祉主任 ・文教主任 ・退職主任 ・
衛生主任 ・婦女主任の7人 の委員か ら構成 されている。それぞれの主任の下には5人 位の委員
がおり,委 員会を作 っている。また70～80戸 あるいは1～2棟 を基準にして19の居民小組があ
り,そ れぞれの小組には3～4人 の組員がいる。 この19の 居民委員会小組は,7人 の委員に合
わせて7っ(7壊)に まとめられている。この懿園居民委員会には,1987年12月 現在,695戸,
2,000人余 りが属 している。つぎの第1図 のイおよびロは山東省の人口587人,戸 数121の 辛庄
村のものであるが,村 民委員会や村民小組および村の主な組織の人的構成をみることができる
のであげておきたい。
下の2っ の組織図からわかるように,村 民委員会は委員会,各 委員会,小 組か ら構成されて
いる。主任は党支部副書記,副 主任は党委員,委 員5人 のうち1人 は党委員かっ経済合作社委
員である。各委員会の委員の全員が,小 組の組員になっていることがわかる。兼任者を除 くと
実質,村 民委員会は委員会の7入 と委員および小組の17人 で運営されていることになる。党支
部委員会は村民委員会に主任,副 主任および委員1名 の合計3名 を,ま た経済合作社 に社長,
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第1図 のイ 辛庄村の村民委員会組織図
主任1人A 兼 党 支 部 副 書 記
I
ll
副主任1人B 兼 民 兵 連 長
委 員5人C c～C,,但 しC5は
























































































主 任(1人):BIA、 書記(1人):A1 社 長:(1人):CIB3
副主任(1人):B、A, 副書 記(2人):A2B1 副 社 長:(1人):C、A、
A3C1
委 員(5人):B3,B、 委員(5人):A、C、, 委 員(5人):C3,C、
B5,B6,B,A,. A5B、,A6,A,B,C7. C5,C6>C7A,B,.
副社長および委員1名 の合計3名 を送 り出 している。辛庄村の3っ の主要組織は,兼 任者を除
くと実質,15人 によって運営されていることがわかる。
懿園居民委員会の委員はつぎの第1表 のとおりであるが,こ こでは主任および7人 の委員 の
なかで党員は3人 である。周氏(男,68歳)は1973年 の入党で主任付兼治安警備主任,陳 氏
(男,61歳)は 建国間もない1953年 の入党で福祉主任,耿 女史(54歳)は1954年 の入党で衛生
主任である。 この居民委員会の党員の割合は4割 未満であるが,筆 者の聞 き取 り調査の際に采
配を振 ったのも,質 問に答えたのもほとんど党支部書記の費女史(56歳,1954年 入党)で あ っ
たことをみると,党 の指導体制が徹底 していることがわか る6)。居民委員会の予算は,委 員会
によって実にさまざまである。たとえば,多 角経営を している山東省のある居民委員会 は年間
7,000万元であるし,オ ース トラリアと共同でホテルを経営 している無錫では1億 元規模の居
民委員会があるという。懿園居民委員会の年間予算は約3,500元 である。 その内訳 は民政局か
らの480元(毎 月40元,事 務用品 ・電話 ・電気 ・ガス ・水道代などとして),街 道委員会か らの
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第1表 懿 園居民委員会 委員 名簿(1987.12.30.現 在)





費 某 女 56 党支部書記 紡 積 95元 44元 1954年
徐 某 男 77 主 任 銀 行 116 44




陳 某 男 61 福 利 万年筆工場 142 44 1953年
王 某 女 64 退 職 政府機関 74 41
沈 某 女 62 調 停 政府機関 74 41
呉 某 女 62 文 教 老 師 112 41
耿 某 女 54 衛 生 紡 績 113 41 1954年
黄 某 女 61 婦 女 政府機関 100 41
240元(毎 月20元,居 民委員会事務所の部屋代などとして),民 政局か らの約370元(毎 月,各 委






判所によらない紛争処理機構として誇りにしているが,実 際に紛争がすべて裁判所に持 ち込 ま
れたら裁判所の機能はマヒしてしまうだろう。それゆえ,人 民調停は現実的な要請でもあるの
である。実際,民 間の調停の特徴 は 「自ら希望 し」,「簡単 ・便利に」,「その場で」,「タイムリー
に」ということばで示されている。
1954年 制定の 「人民調停委員会暫定組織条例」(資 料B参 照)に よれば,調 停委員会 は大衆
的な調停組織で基層人民政府や基層人民法院の指導のもとで,民 間の一般的な民事紛争や軽微
な刑事事件の調停を行なうものとされている。 ここ数年,軽 微な刑事事件は軽微な刑事紛争 と
読み変え られてきている。調停委員会が大衆的とされっつも,居 民委員会と違って自治組織 と
規定されていないのは,そ れだけ調停委員会 に対する政府や党の指導の強さを うかがわせる。
調停委員会の調停内容は非常に多岐にわたっている。民事紛争は家庭内の紛争 と財産 ・権益
の紛争に分けられる。前者は恋愛,結 婚,家 事,扶 養などで,後 者は相続 ,債 務,賠 償,住 宅な
どに関する紛争である。軽微な刑事紛争は軽い傷害,虐 待,遺 棄,結 婚の自由に対する干渉,
名誉棄損などに関する紛争である。都市では近隣紛争が最も多く,つ ぎに家庭内紛争が続 く。
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農村では近隣紛争,家 庭内紛争に加えて土地,水 利,牛,農 具などの利用をめぐる生産紛争が
ある。 また最近の傾向として,離 婚紛争,老 人の結婚をめ ぐる家族の紛争,都 市郊外 に農民が
家を建てて他人に貸す例が増えるに伴って貸 し主と借り主の家賃をめ ぐる紛争,騒 音や煤煙 を
めぐる紛争,金 銭の貸 し借 りをめぐる紛争,農 村の土地占有をめぐる紛争,都 市 の個人経営者
同士の紛争などが増えっっある。
調停主任は居民の中から模範的で,付 き合い上手な人物が選ばれており,彼 あるいは彼女 は
居民一人一人の過去および現在の身上にっいて知り尽 くしている。ある調停委員は 「私たちの
担当地区では,誰 の家のかまどがどこにあるか,み んなちゃんと知っています。 それで以心伝
心で当事者の心の中もずばり言いあてることができるのです7)」という。懿園居民委員会の沈某
調停主任 は居民との間に信頼関係がなければ,調 停活動ができないので日頃から居民 との付き
合いを心掛けている。また,居 民に対 して模範を示す必要があるので,自 分および家族 の行動
に気を付け,子 供や孫の教育やしっけを重視 しているという。
このような道徳的なことのみな らず,調 停委員 は司法機関からっぎのような専門的な教育を
受 けている。イ)司 法機構から街道委員会に派遣 された司法助手から,法律知識を学ぶ。ロ)法
律学習クラスに参加 し,法律知識を学ぶ。ハ)実 際の裁判を傍聴する。二)代 表的な調停現場を
見て,実 地学習をする。ホ)各 レベルで調停会議を開いて,理 論的 ・実践的な研究をす る。 こ
れらの訓練を受けたのちに試験があり合格すれば,市 法制宣伝員証が交付 される8)。調停主任
は,治 安警備主任 とともに資格を必要 とするのである。調停 に当たっては,イ)政 策や法例に
準拠すること,ロ)当 事者双方の了解を得 ること,ハ)当 事者が,調停を拒否 して,あ るいは調
停に不服で,直接法廷へ訴えを起 こす ことがあって もそれを妨げない こと,が原則である9)。ま
た最近,居民委員会に青少年教育活動小組が設けられたが調 停主任はその組長 も兼任 している。
中国には1983年 現在,調 停委員会が92万,調 停委員が550万 人,民 間紛争が688万 件あった。
上海市では1981年,調 停委員会 によって,92,000件 余りの民事紛争の調停が行 なわれたが,こ
れは人民法院が受理 した民事事件の6倍 以上であるという。
っぎの第2表 は,上 海市長寧区の新華街道委員会が管轄する14の人民調停委員会が1982年 に
行なった民事紛争調停の集計である。14の 人民調停委員会には,主 任が14人,副 主任が14～28
人,調 停委員が120人,居 民小組調停員が421人 いる。小組調停員は居民150人 余 りに対 して1
人置かれ るので新華街道委員会が管轄する居民数は約65,000人 である。一瞥 して分かるように,
577件(100.0%)の 中では近隣紛争が296件(51.3%)で 最 も多 く,以 下家庭紛争 の190件(32.9
%),住 宅紛争の52件(9.0%),婚 姻紛争の45件(7.8%)と 続 く。調停が成立 したのは381件







欝 婚姻 家庭 継承 住宅 土地 債務 傷害賠償 近隣 その他 小 計調停数調停済調停中
1月 2 14 3 20 39 25 14
2月 2 20 3 14 39 23 16
3月 1 20 7 1 29 59 33 26
4月 6 17 4 1 28 56 35 21
5月 9 16 2 11 2 28 68 44 24
6月 6 17 4 29 57 33 24
7月 8 18 4 30 61 35 24
8月 2 27 2 1 38 2 51 37 26
9月 3 14 5 32 54 40 14
10月 4 11 8 1 i 23 49 39 10
11月 2 8 1 18 29 24 5
12月 一 8 一 7 15 13 2
計 45 190 2 52 3 4 296 2 577 381 196
(1987年12月25日,上 海社会科学 院での聞 き取 りか ら)
個々の住まいが密集 しており,多 くの家庭が台所や風呂や通路などの共用部分を一緒に使 う
事から起 こる。近隣同士は水道,便 所,放 置 自転車,共 用部分の掃除,有 蓋溝の水の溢れ,子
供の些細なことに対する親のえこひいき,当 て擦りを言うことなどか ら禍が引き起こされてい
る。近年は,住 宅区域が広がり,か っ工場の生産活動が活発になるに伴 って騒音や大気汚染 の
問題が居民 と工場の間の紛争の種になってきている。
2)家 庭紛争
主に家庭内の親子,嫁 姑,嫁 と夫の姉妹,夫 婦,兄 弟間の不和か らくる紛争。
3)婚 姻紛争
主に青年が正 しい恋愛観を欠いていることや,両 親が子供の恋愛や結婚に干渉することか ら
生 じる紛争。いい加減な結婚をした者,結 婚前からなんの親愛の情 もなくすぐに喧嘩別れをす
る者の離婚紛争,三 角関係や浮気がもたらす紛争。
4)住 宅紛争
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たりしているが1°),都市の人口過密にはなかなか追い付かないし,財 政的にも苦 しい。 その結
論としてでてくるのが,も ともと青年や女性に対する運動で,精 神主義的な要素をもっ 「五講
四美」の運動や 「五好家庭」を選んで表彰する運動を,紛 争を減 らすことに取り入れることで
はなかろうか11)。五講四美 とは文明 ・礼儀 ・衛生 ・秩序 ・道徳の五っを重ん じ,心 ・言葉 ・行
為 ・環境の四っの美を尊ぶ ことをいう。五好家庭 とは学習 ・生産 ・活動がよい,計 画出産がで
きている,家 族 ・近隣の仲がよい,勤 勉でよく節約 している,法 を順守 している家庭をいい,
五好家庭を表彰するのは婦女連合会である。 これらの運動は紛争の減少に一定機能 しているこ
とは間違いないが,根 本的な解決策にはならないであろう。もちろん,そ のことは政権担 当者
が一番よく知 っていることであろうが。
お わ り に
この小論は中国の自治組織である居民委員会の活動,と りわけ人民調停委員会の活動にっい
て述べたものである。 しかし,そ の内容は表面的な事実に,そ れもほんの一端に触れたに過 ぎ
ないものになってしまった。 したがって,居 民委員会の活動にっいてのデータの収集をはじめ




1)舟 橋 洋一,『 内部 あ る中国報告一 』,1983,朝 日新 聞社,17ペ ー ジ。
2)こ の直接 の契機 とな ったの は胡喬木(中 国共産党 中央政 治局 委員,元 中国社会科学院長)が 全 国
哲学 ・社会科学企 画座談会(1982年10月)で 「外 国の多 くの法学者や学 者が中国 にや って来 て,自
治組織 が成 果を挙げてい るのをみて,こ れ は中国が独 自に創 りあげた ものだ と非常 に羨 ま しが る。
しか し,大 変 残念な ことに私の見 るか ぎり,現 在 に至 るまで誰 もこの基層大衆の 自治組 織 につ いて
研究 した著 作を出 していない」 と指摘 した ことであ る。
3)筆 者 が,聞 き取 り調査を行 な った懿園居民 委員 会の具体的な活動 にはっ ぎの ような ものが あ る。
独居老 人の世話,軍 属(息 子が解 放軍 に入隊 してい る家族)の 慰問,植 樹,小 食堂 の経 営,子 供 靴
の製造 工場(従 業員10人 位)の 経営,鍋 釜の修理店の経営,日 用品商店 の経営,老 人旅 行 の実 施,
青年 の就職 の世話,計 画出産(一 人 っ子出産)の 指導,模 範家庭の表彰,新 聞 の配 布,道 路 の清 掃
な ど。
4)現 在,中 国で は建国直後 に制定 された法律 「都市街道弁事処組織条例」(1954年),「 都市居民委員
会 組織 条例」(1954年),「人民調停委員会暫定組織通則」(1954年),「 治安警備委員会暫定条例」(1952
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年)な どの見 なお しがな されてお り,人 民調停 に関す るもので は 「人民調停委員会工作条 例(征 求
意見稿)」(1982年)が 出 されて いる。新 旧の法律 の最 も大 きな相違 は,従 来 の規定で は基層 人民 政
府 は人民調停委員会を指導す る(強 制力 なし)と して いるのに対 して,新 しいもの は領導 す る(強
制力 あ り)と して いる点 にな る。 この新 たな規定 は,憲 法の いう自治 との関係や中国 的社会 主義 と
のかかわ りをめ ぐって,今 後中国 の法律整備上 の大 きな問題 になるで あろう。
居民委員会 は中国の憲法 によって大衆 の自治組織 と規定 されて いる。 それで は自治 とは何 で あ ろ
うか。清水盛光 は,そ の著 『支那社会 の研究』 の中で 「…… その住民が共同 目的遂行 の ため に団結
し,自 己の責任 に於 いて公共事務 を果 たす とき,こ の種協同生活 の体系 ……」 を 自治 の概念 と した
(昭和14年,岩 波書店,200ペ ージ)。清水 は実際 の自治 の内容 は,連 帯関係が住民 の共同 自営 の必 要
に基 づき,か れ らの生活 のなか か ら自然的 に生起す る ものと(自 律 的自治 あるいは生成的 自治),国
家 が自己の政治 目的 を遂行す るための要件 と して連帯的行動 の規制 を設 けた もの(他 律的 自治 あ る
いは構成 的自治)と の二っ に分 け られ ると したが,そ れ は自治 の具体的 な在 り方 の問題 で あ って定
義 の レベルの問題 と見做 して いない。事実,清 水 は自 らの定義 は住民間 の連帯的行動 の 自主 性 に の
み着 目 した形式的 な定義 であるとい っている。 また,福 武直 はその著 『中国村落 の社会 生活』 の な
かで,村 落 の政治 を他律的 な官治 と自律 的な自治 とに分 ける必要 を述 べた(昭 和22年,弘 文堂,66
ペー ジ)。そ して,福 武 は中国村落 の政治機構 の問題 は伝統 的な自然村 の自律的 自治 組織 に重 点 を
置 くべ きだ とし,具 体 的 ・経験 的に自治組織 の記述 を しているが,自 治 の概念 を提 示 して いな い。
われわれは,清 水 のい う住民 の自主 的協 同生活 の形式性 こそ自治 の本質 であ って,そ れ が 自律 的 で
あるか他律 的であるかは二次 的な問題 である とす る見解 を採 りたい。 われ われ が,「 こ こで い う 自
治 とは当該 の住民 が自 らの生活関係 を自律 的にか他律 的にか処理 す る権 限の ことであ り,こ の権 限
を もっ組織 を 自治組織 とい う。」 この小論 は社会主義 国家 における 自治 論 を述べ る もの で はな く,
ま してや実 際の自治 とあ るべ き自治 との乖離 を扱 うもので もない。あ くまで も現実 の居民 委員 会 を
理解 す るのに必要 な限 りでの定義 であ るので,上 の定義 は もとよ り暫定 的な ものである。
5)居 民委員会 に先立 つ地域組織 に は,中 華民国以前の保 甲組 織 閭鄰組織 が あ るが,こ れ らは費孝
通 が 「…… ともに,ま た互 いに接 近 して暮 らしてい るとい う事実が,政 治 的,宗 教 的な,さ らに は
気 晴 らしのたあの諸組 織の必 要を生む。慣 習 として,自 分 の家の側お よび向 う側 のそれぞれの5戸,
計10戸 が隣人 とみな されてい る」 と指摘す るような村民 の 自主 的な組 織 とみ ることがで きるだ ろ う
(費孝通(Fei,Hsiao-Tung)著,CHINESEVILLAGECLOSE-UP,1983.小 島晋 治 ほか訳,
『中国農村の細密画一 あ る村の記録1936～82』,1985年,研 文出版,77ペ ー ジ)。 清代 の保 甲組織
や閭鄰組織 は,中 華民国23年 以後 に国民党 によって兵政や治安の ための保甲制度 に変 え られ て い っ
た(福 武直,「中国農村社会の構造』,1946年,大 雅堂,114ペ ージ)。 また費孝通 も,保 甲制度 は もっの
ば ら軍 事 目的 の た め に創 設 さ れ た も の で あ る とい う(Fei,Hsiao-Tung.PeasantLife
inChina,1939,p.111)。1甲 は10戸 か らな り,10甲 で1保 となる。新 中 国 は,国 民 党政権 下 の
保甲制度 を反動的制度 と して完全 に否定 し,解 散 させた。
6)岡 田臣弘 は 「住民委員会(居 民委員会)の 主任(1人),副 主任(1な い し4人)は れ っ きと し
た共産党員 で,住 民 に対 して たえず に らみ を利か して いる」 という。(『実像の中国 一 経国 済民 へ
の遥 けき道一 』,1982年,有 斐閣,10ペ ージ。)
7)舟 橋洋一,前 掲書,17ペ ージ。
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9)調 停委員 は,当 事者 の申 し出を待っ ばか りで もない。 たとえば,夫 婦喧嘩 が激 しか った り,長 期
にわた る場合 には,調 停委員 はかれ らを訪問す る。夫 の暴力 に堪 り兼ね た妻が裁判所 に離婚 申請 を
し,そ れに対 して夫 は調停主任 および居民委員会 に訴 えて きた例があ ったが,こ れ は調 停委 員会 で
解決 し,現 在 この50代 の夫婦 は円満 に暮 らして いる。(1987年12月30日,懿 園居民委員会での聞 き取
りか ら)
10)小 川一朗,「 メ トロポ リス上海 の地域的変容」,『 立正大学教養部紀 要』,第19号,1985,73～74
ペー ジ。
11)筆 者 は 「五講 四美」 や 「五好家庭」の箇条書 き的 スローガ ンに精神主義的色彩がみ られ る と した
が,森 三樹三郎 は もっと基本的 に中国共産主義 と儒教 とは共通の構造を もってい るとい う。っ まり,
かれ は両者 と も政治至上主義で あるとい う。 また,実 際 において も毛沢東下の共産主 義 は儒教 の伝
統を受 け継 いで いる点が あるという。それ は政治 と道 徳 とが密 着 して い る ことにみ られ る とい う
(森三樹三郎,「 中国文化 と日本文化』,1988,人 文書院,82～83ペ ージ)。 中国 の社会,文 化,人
間 に儒教的要素が浸透 して いるのかいないのか,ま た浸透 してい るとすれば どの部分 に どの程 度 あ
るのか を問題 に しなけれ ばな らないだ ろうが五講四美や五好家庭 の精 神主 義的 ・道徳 的な側面 を も
っ スローガ ンは結局 は儒教の影響 といえ る。
資料A 都市居民委員会組織条例
第1条 都市の街道居民の組織お よび活動 を強め るために,居 民 の公共福 祉を増進 す るた めに市 の直 轄
区お よび区 をもたな い市の人民委員会あ るい はその派 出機 関の指導 の もとで,居 住地 区に応 じて居民 委 員
会をっ くることがで きる。居民委員会 は大衆 自治 とい う性格 の居民組織 であ る。
第2条 居民委員会の任務 はつ ぎの とお りであ る。
(1)居 民の公共福祉事項を行な う。
② 当地の人民委員会や派出機関に対 して居民 の意見 や要求 を伝達 す る。
(3)居 民が政府の呼び掛 けに応 じた り,法 律 を守 った りす るよ うに動員 す る。
(4)大 衆の治安維 持の仕事を指導 す る。
⑤ 居民同士の紛 争を調停す る。
第3条 居民委 員会 の組 織 はつ ぎの とお りであ る。
(1)居 民委員 会 は居民の居住 状況 に応 じて,そ の上公安戸籍 の管轄 区域 に照 らし合 わせて設 け られ ね
ばな らない。一 般的に言 って,100戸 ～600戸 がその範 囲である。居民委員会 はその下 に居 民小 組 を設 け
る。居 民小 組 は,一 般 的に言 って15戸 ～40戸 を もって組織 される。 それぞれの居民委 員会 が設 け る小 組
は多 くて も17組 を越 えて はな らない。
(2)居 民 委員会 は,各 居民小組 がそれぞれ選 んだ一人 の委員 によ って組織 され,委 員 の数 は7人 ～17
人であ る。 委員 によ る互 選で主任1人 および副主任1人 ～3人 を置 く。 その内の1人 は婦人活 動 を担 当
す る。居民 小組 は組長1人 を置 く。一般 的に言 って,組 長 はその小組 か ら選 ばれた居民委 員会 委 員 が兼
ね る。必要 な時に は,副 組長 を1人 ～2人 選 ぶ ことがで きる。居民委員会委員 が主任 や副主任 に選 ばれ
た時に は,そ の小組 は別の組長 を選 ぶ ことがで きる。
(3)居 民 が比較 的少 ない居民委員会 は,一 般 的には活動委員会 を設 けない。居民委 員会 委員 が 各仕 事
を分担 す る。居民 が比較 的多い居民委員会 は,も し仕事 が本 当に必要 な らば,市 人 民委員 会 の許 可 を経
て,常 設 あ るいは臨時の活動委員会 を設 ける ことができる。居民委員会 の統一 的な指 導の もとで 活動 を
する ことがで きる。常設 の活動委員会 は社会福祉(復 員軍人家族 や革命 烈士 家族 の優 先待 遇 を含 む),
治安警備 文教衛生,調 停,婦 人活動 などの仕事 によ って設 け ることがで きるが,5っ を越 え る こ とが
できない。 臨時の活動委員会 は,活 動終了時 には解散 しなければな らない。活 動委員 会 は居民 の中 の積
極分子 を吸収 し,活 動 に参加 させる必要が あるが,負 担 をかけす ぎないよ うに1人1職 が望ま しい。
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(4)監 視下にあ る人やその他 政治的な権利を剥奪 された人 も居民委員会小組 に編入 しなけれ ばな らな
い。 しか し,居 民委員会委員 や小組組長お よび活動委員会 の委員 にはっ くことがで きない。 そ の必 要 の
あ るときには,組 長 はかれ らの居民委員会小組 の会議 への出席 を禁止す ることがで きる。
第4条 居民委員会の任期 は1年 であ る。居民委員会委 員 はその職務 を遂行す ることがで きな くな った
ときは,随 時改選ない し補選を行な う。
第5条 政府機関,学 校お よび企業 などの機関 は一般的 には居民委員会 に参加 しないが,機 関 自身 と関
わ りのある居民委員会の会議 には参加 しなけれ ばならない。 また,居 民委員会 が居民の公共利 益 につ いて
行な った決議や公約 を守 らな ければな らない。企業 の労働 者住宅や比較 的大 きな宿舎 は市の直轄 区 ある.い
は区 をもたない市 の人民委員会 あるいはその派 出機関の統 一の指導 の もとで居民委員会 を成立 しな けれ ば
な らない。組合組織 の職員家族委員会が居民委員会 の仕事を兼任す る こともできる。
第6条 市内 の少数民族 の集中す る地区で は,単 独 の居民委員会 を設立 することがで きる。 居民 の少 な
い地区で は,単 独 の居民小組 を設立す ることができる。
第7条 市,市 の直轄区 の人民委員会 の部門 およびその他の機 関が居民委員会 あるいはその活動 委員 会
に仕事 を命 じる必要 があるときは市,直 轄区 の人民委員会 の許可 を得 なければな らない。 市,直 轄 区 の人
民委員会 の部門 は居民委員会 に所属す る活動委員会 に業務指導 をす ることがで きる。
第8条 居民 は居民委員会 の公共利益 に関す る決議 と公約 を守 らな ければな らない。居民委員会 が仕 事
をす すめ るときには民主集 中制 の原則 を守 らなければな らない。居 民の意思 を尊重 しなけれ ばな らな い。
強制 的に命令 を出 してはいけない。
第9条 居民委員会 の経費 や居民委員会委員 の生活補助費 は省,直 轄市 よ り支給 され,そ の基 準 は内務
部 が別規定 で決 め る。
第10条 居民委員会委員 の公共福祉事項 のための必要経費 は居民 の同意の もとで,市 の直轄 区 あ るい は
区を もたない市 の人民委員会 の許可 があれば,関 係のある居民 か ら募金をす ることができる。 それ以外 で
は居民 か ら募金 を してはな らない。公共福祉 のために集 めたお金 は必ず,そ の金額 や収支 を明記 した帳簿
を,そ の仕事が終 了 した時点 で公 開 しなければな らない。
資料B 人民調停委員会暫定組織通則
第1条 人民生産 と国家建設 を計 るため に,民 間 レベルの紛争 を即時 に解決 し,人 民 の愛 国守 法 の教育
を強化 させ,人 民の内部の団結を促進す る必要が ある。そのため に人民調停委員会を設 け,こ の通則 を制
定す る。
第2条 調停委員会 は大衆的な調停組織で,基 層人民政 府や基層人民法院 の指導の もとで活 動を行 なう。
第3条 調停委員会の仕事 は民間の一般的な民事紛争や軽微 な刑事事件 を調停す ることで あ り,調 停 を
通 じて政策や法令 の宣伝教育 を行 なう。
第4条 調停委員会 は一般的 に都市で は派出所管轄区あ るい は街道 を,農 村で は郷を単位 と して設 立 す
る。調停委員会 は3人 ～11人 の委員か らなる。
第5条 調停委員会委員 は一般的 に都市 では基層人民政府の もとで居民代表 よ り,農 村で は郷人 民代 表
大会で選 出され る。調停委員会 の委員 の互選 によ り主任1人,副 主任1人 ～2人 選 出され る。 毎年 選挙 を
行 ない,再 選 で きる。人民 の中で政治背景 がは っきりして,品 行方正 の人 であれば,し か も熱 心 に居民 の
間で連絡 を取 った り,調 停 した りする人 な らばだれで も調停委員会 委員 に選 出する ことがで き る。 調停 委
員 が任期 中,も し職責 を尽 くさない行為,職 に適 合 しないと ころあ るい は違法行為 な どが あれば,そ の推
薦機関 は調 停委員 を随時罷免 あ るい は改選 す ることができる。
第6条 調 停の過程 で以下 の原則 を守 らなければな らない。
1,人 民政府の政策 法令 に照 らし合わせて,調 停 を行 なわな ければな らない。
2.両 方の当事 者の了解を得なければ,調 停を行 な ってはいけない。
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3.調 停 は訴 訟の一環 で はない ことを銘記 しなければな らない。調停 を経 ていない,あ るい は調 停 が
成立 しなか った ことを理 由に,当 事者 が人民法廷 へ訴訟 を起 こす ことを禁 じてはいけない。
第7条 調停委員会 が守 らなければな らない規則 は以下 のよ うである。
1.汚 職 収賄 を して はいけない。公 と私 の区別 をは っき りしなければな らない。
2.当 事 者を処罰 あるい は拘束 してはいけない。
3.当 事 者に対 して圧 力をかけた り,報 復行為 を してはいけない。
第8条 調停委員会 は穏 やかに辛抱強 く説得 し,調 停 にあたる ことが望 ま しい。仕事 の あい まを見 て,
当事 者の意 見を聞 き,深 く調査 を し,事 件 の背景 をは っき りさせ た うえで調停 を しなければ な らな い。 調
停 の成立後 に は,事 件 を登録 し,必 要 なと きには当事者 に調停書 を発行す る。
第9条 人民法 院は,調 停委員会 の調停 した事件 に政策 ・法令 に違反す るところが あれ ば,そ れ を糾 し
た り,取 消 した りしなければな らない。
第10条 基層人民政府 および基層人民法院 は,調 停委員会 に対 してその仕事 を指導,監 督 し,か つ援助
す る必要 があ る。
第11条 この通則 は中央人民政府政務院 が公布す る日か ら施行す る。
(資料A,Bと も筆者訳)
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